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中国税務 

サービス貿易項目に係る対外支

払手続の簡素化 
 

中国国家税務総局と国家外貨管理局は 2013年 7月に連名で、一部の対外支払手
続の簡素化に関する 40号公告を公布した。 
 

現行の規定では、サービス貿易等において 3万米ドル相当額以上の対外支払を
行う際、納税証明書を提出することが必要とされているが、40号公告（2013 年
9 月 1日施行）によって当該規定は廃止され、代わりに新たな税務届出に関する
規定が適用されることになる。この新しい規定によれば、サービス貿易等にお

いて 5万米ドル相当額以上の対外支払を行う国内組織及び個人は、『サービス
貿易等項目の対外支払に係わる税務届出表』（以下“『税務届出表』”）を作
成し、関連取引資料と合わせて主管国家税務機関に提出しなければならない。
支払者はこの届出手続を行った後、『税務届出表』を持って銀行で対外支払手
続を行うことになる。 
 

40 号公告とともに、国家外貨管理局は2013年 7月に匯発[2013]30 号通達（以

下“30号文”）を公布した。30号文により、外貨管理の観点からサービス貿易
及びその他の項目における対外送金の審査規定が簡素化され、支払者は銀行に
納税証明書を提出しなければならないという要求も取り消された。 
 

背景 

 

現行の規定（匯発[2008]64号及びその他の関連通達）によれば、サービス貿易

等において3万米ドル相当額以上の対外支払を行う国内組織及び個人は、支払
を行う前に、主管国家税務機関及び地方税務機関に納税証明書の発行を申請す
る必要がある。これまでは、対外支払の手続を行う際、支払者は必ず銀行に当
該納税証明書を提出しなければならなかった。 
 

しかし、実務上、特に対外支払額に係る税務上の取扱に関して支払者と主管国
家税務機関及び地方税務機関が合意できない場合など、納税証明書の取得は必

ずしも容易ではなかった。そのため、国外への送金ができずに、資金が国内に
留まってしまうという状況が多々見られた。 
 

40 号公告及び 30号文の公布により、サービス貿易等における 3万米ドル相当額
以上の支払額に対し、税務機関が支払前に納税審査を行うという規定は実質的
に廃止された。それに代わる税務届出の要求の導入及び税務届出が必要とされ
る金額の引き上げ（3万米ドルから 5万米ドルへの引き上げ）は、対外支払に対

する管理手続を簡素化するものである。 
 

40 号公告のポイント 
 

1. 税務届出を必要とする対外支払の種類 – 現行規定 において納税証明 
 

                                                
1
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書の提出が必要とされる場合と概ね類似する(添付 1 参照)。税務届出が不要な対外支払の種類も、現行規定において
納税証明書の提出が不要とされる場合と概ね類似する。 

 

2. 税務届出の主管税務機関 – 新しい規定によると、届出者は主管国家税務機関のみに税務届出を行えばよく、同
時に主管地方税務機関にも届出を行う必要はない。この点は、主管国家税務機関と地方税務機関へそれぞれ納税証
明書を申請することが必要とされている現行規定とは異なる。主管国家税務機関は『税務届出表』に捺印し、1部
をその場で届出者に返却し、もう 1 部を届出者の主管地方税務機関に送付する。届出手続の完了後、届出者は支払

手続を行うために主管国家税務機関が捺印した『税務届出表』を銀行に提出しなければならない。 

 

3. 税務届出の提出資料 – 届出者は主管国家税務機関に『税務届出表』(一式三部)及び関連取引資料のコピー(例え
ば、社印を捺印した契約書等)を提出する。取引資料の提出に関する要求は現行規定に類似する。 

 

4. 複数回の対外支払 – 同一の契約書に基づき複数回の対外支払を行う必要がある場合、届出者は毎回の支払前に
税務届出手続を行う必要があるが、初回支払の届出を行う際にのみ、契約書（協議書）あるいは関連取引資料のコ

ピーを提出すればよい。現行の規定では、同一の契約書に基づき複数回の対外支払を行う場合、3万米ドル相当額
以上の支払を行う都度、納税証明書が必要となるが、すでに提出した取引資料を改めて提出する必要はない。 

 

5. 審査期限 – 新しい規定によれば、主管国家税務機関あるいは地方税務機関は『税務届出表』及び関連取引資料
の受領後、15 営業日以内に関連する税務事項を審査しなければならない。税務機関は届出者に対し、必要な追加資
料の提出を求める権限を有する。審査内容は以下の通りである。 

 

 届出情報と実際の支払項目が一致しているか否か 
 対外支払項目について、関連規定に従い各種税金が納付されているか否か 
 減免税優遇の適用を申請する場合、関連の税法及び租税条約（協定）の規定に合致しているか否か 
 

上記の規定は、主管国家税務機関あるいは地方税務機関に対し、15営業日以内に関連の税務処理を決定することま
では求めていないようである。 

 
6. 施行日 – 40号公告及び 30 号文は、2013 年 9月１日から施行される。 

 

新しい規定の公布により、対外送金を行う際に納税証明書を提出することは必要なくなるが、このことは届出者の、
現行の税法に基づく税務登記、納税申告、源泉徴収及び資料届出（あれば）等の税務に関わる義務が免除されること
を意味するものではない。届出者がこれらの義務を規定に従って履行しない場合、主管税務機関は未納付税額を追徴
し、かつ税法の関連規定に基づき処罰する権限を有している。 

 

40 号公告は主に、国内企業が遅滞なく対外支払を行えるように、対外支払の管理手続を簡素化するものであるが、納
税者及び源泉徴収義務者の義務を免除するものではない。当該公告は、届出者が税務届出を行った後の、主管税務機
関による税務関連事項の審査の強化も示唆している。 

 

 

添付１ 

 

40 号公告において税務届出が必要とされる対外支払の種類には、国外組織あるいは個人が中国から取得する大部分の
貨物貿易以外の収入が含まれる。例えば、下記の通りである。 

 

• サービス貿易収入 
– 運輸 
– 旅行 

– 通信 
– 建築据付及び役務請負 
– 保険サービス 
– 金融サービス 
– コンピューター及び情報サービス 

– 特許権等の使用許諾及びフランチャイズ 

– 体育文化及び娯楽サービス 

– その他の商業サービス 

– 政府サービス 
• 個人給与 
• 配当、利益 

• 直接債務利子 
• 保証費 
• ファイナンスリース料 

• 不動産譲渡収入  



• 持分譲渡収入 
 

外国投資者が国内直接投資によって得た合法的所得を以って国内で再投資する際、1件あたりの投資額が 5 万米ドル以
上の場合には、対外支払は生じなくとも、40 号公告の要求に基づき税務届出を行う必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 Tax Analysis の内容は、デロイトの国際税務サービスに関わるものです。 
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な提案若しくはサービスの代替にはなりません。読者はこのニュースレターに含まれる情報を、自社の財務または自社の業

務に影響を与える可能性のある意思決定の基礎とすることはできません。自社の財務または業務に影響を与える可能性のあ

る意思決定をし、或いは何らかの行動をとる前に、専門家のアドバイスを受けることを提案いたします。デロイトネットワ

ークに属する機構は、読者の本ニュースレターの使用によって生じる何らかの損失については責任を負いません。 
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